
平成 29 年 6 月 2 日 

株主各位

有機合成薬品工業株式会社

第 97 回定時株主総会 招集ご通知に際してのインターネット開示情報 

・計算書類の個別注記表 

上記書類につきましては、法令及び当社定款第 16 条の規定に基づき、当社ホ

ームページに掲載することにより、株主の皆様に提供しております。



個別注記表 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 関係会社株式(子会社株式) 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

① 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）

② 時価のないもの

移動平均法による原価法

2. デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

3. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は、原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。

(1) 製品、仕掛品、原材料 

総平均法 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

4. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の通りです。 

建物  ７～50年 

機械及び装置  ５～８年 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法を採用しております。 

なお、ソフトウェア（自社利用）については、社内における見込利用可能期

間（５年）による定額法を採用しております。 

(3) リース資産 

エネルギーサービス契約に内包される所有権移転外ファイナンス・リース取

引に相当する設備であります。エネルギーサービス契約期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっております。 

5. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

6. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 
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(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えて、賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上し

ております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計

上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。割

引率は、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映し

た単一の加重平均割引率を使用する方法を採用しております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定

の年数（10年）による定率法により発生した事業年度から費用処理して

おります。 

7. ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

なお、振当処理の要件を満たす為替予約取引については、振当処理を行って

おります。また、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処

理を採用しております。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

a.ヘッジ手段………為替予約取引 

ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務 

b.ヘッジ手段………金利スワップ 

ヘッジ対象………借入金の利息 

(3) ヘッジ方針 

営業取引に係る将来の為替レートの変動リスクを回避し、キャッシュ・フロ

ーを固定化する目的で為替予約取引を行っており、また、借入金の金利変動

リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っておりますが、投機目的の

ために単独でデリバティブ取引を利用することはしない方針であります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引については、振当処理の要件を満たしているため、有効性の判

定は省略しております。金利スワップ取引については、ヘッジ開始時から有

効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累

計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判定しております。ただし、特例

処理によっている金利スワップについては、有効性の判定は省略しておりま

す。 

8. その他の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 
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（表示方法の変更） 

（損益計算書） 

前事業年度において独立記載しておりました「アレンジメントフィー」は、

より実態に即した明瞭な表示とするため、当事業年度より「営業外費用」に

独立記載していた「アレンジメントフィー」と、「雑損失」に含めていたア

レンジメントフィー以外の銀行等への支払関連手数料を合算して、「支払手

数料」として独立記載しております。 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第

26号 平成28年３月28日）を当事業年度から適用しております。 

  

Ⅱ．貸借対照表に関する注記 

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 担保に供している資産並びに担保付債務は以下の通りであります。 

(1) 担保に供している資産 

建物 104,243千円 (104,243千円)

構築物 8,029千円 (8,029千円)

機械及び装置 32,033千円 (32,033千円)

車両運搬具 0千円 (0千円)

工具、器具及び備品 62,041千円 (62,041千円)

土地 1,119,830千円 (1,119,830千円)

合計 1,326,178千円 (1,326,178千円)
(注) 上記資産のうち、（ ）内書は工場財団抵当に供しております。 

  

(2) 「担保に供している資産」によって担保されている債務 

長期借入金 1,350,000千円 

 (うち、長期借入金) 900,000千円 

 (うち、１年内返済予定の長期借入金) 450,000千円 

合計 1,350,000千円 

 

3. 有形固定資産の減価償却累計額 22,134,890千円 
 
4. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債務 29,445千円 
 
5. 土地の再評価 

｢土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っております。なお、再評価差額については、当該

差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上して

おります。 

(1) 再評価の方法 

｢土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額によっております。 

(2) 再評価を行った日                平成14年３月31日 

(3) 再評価を行った土地の期末における時価の合計額が再評価後の帳簿価額の合計額を下 
 

回る金額 854,646千円 
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6. 貸出コミットメント契約 

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行４行と貸出コミットメ

ント契約を締結しております。 

当期末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次の通りであ

ります。 

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引額 1,000,000千円 

  

Ⅲ．損益計算書に関する注記 

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後の金額であり、次の棚卸資産評

価損が売上原価に含まれています。なお、以下の金額は戻入額と相殺した後の

ものであります。 

売上原価 45,994千円 

3. 関係会社との取引高 

営業取引による取引高 191,577千円 
 
 

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記 

1. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

2. 当期末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 21,974,000株 

3. 当期末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 145,704株 

4. 剰余金の配当に関する事項 

   (1) 配当金支払額 

平成28年６月24日開催の第96回定時株主総会決議による配当に関する事項 

① 配当金の総額                    130,971千円 

② １株当たりの配当金額                  ６円 

③ 基準日                   平成28年３月31日 

④ 効力発生日                 平成28年６月27日 

 (2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

平成29年６月23日開催の第97回定時株主総会決議の議案として、配当に関する

事項を次の通り予定しております。 

① 配当金の総額                     130,969千円 

② １株当たりの配当金額                  ６円 

③ 基準日                   平成29年３月31日 

④ 効力発生日                 平成29年６月26日 

なお、配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 
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Ⅴ．税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

流動資産   

賞与引当金 64,107 千円 

棚卸資産 130,998 千円 

未払事業税 7,287 千円 

その他 7,046 千円 

評価性引当額 △119,587 千円 

小計 89,851 千円 

繰延税金資産(流動)計 89,851 千円 

   

固定資産   

退職給付引当金 260,704 千円 

一括償却資産 1,304 千円 

ゴルフ会員権 428 千円 

その他有価証券 6,161 千円 

減損損失 152,381 千円 

資産除去債務 4,307 千円 

その他 1,605 千円 

評価性引当額 △101,955 千円 

小計 324,938 千円 

繰延税金負債(固定)との相殺 △283,621 千円 

繰延税金資産(固定)計 41,316 千円 
 
 

固定負債   

圧縮記帳積立金 △19,543 千円 

その他有価証券評価差額金 △263,671 千円 

有形固定資産(資産除去債務) △406 千円 

小計 △283,621 千円 

繰延税金資産(固定)との相殺 283,621 千円 

繰延税金負債(固定)計 － 千円 

差引：繰延税金資産純額 131,168 千円 

  

また、再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳は、以下の通りです。 

  

再評価に係る繰延税金資産 366,458 千円 

評価性引当額 △366,458 千円 

再評価に係る繰延税金資産合計 － 千円 

再評価に係る繰延税金負債 △600,638 千円 

再評価に係る繰延税金負債の純額 △600,638 千円 
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Ⅵ．金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては銀行借入や社債の発行による方針です。デリバティブは、後述するリス

クを回避をするために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。

当該リスクに関しては、当社の与信管理規程等に従い、取引先ごとの期日管理

及び残高管理を定期的に把握する体制としています。また、外貨建ての営業債

権は、為替の変動リスクに晒されていますが、先物為替予約を利用してヘッジ

しております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主

に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価を把握しております。 

従業員に対する長期貸付金は、毎月の給与及び賞与より回収しており、ほぼ

信用リスクはないと判断しております。 

営業債務である支払手形及び買掛金、未払金、預り金、設備関係支払手形、

設備関係未払金は、１年以内の支払期日です。また、その一部の外貨建てのも

のは、為替の変動リスクに晒されていますが、先物為替予約を利用してヘッジ

しております。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入

金及び社債は主に設備投資に係る資金調達です。変動金利の借入金は、金利の

変動リスクに晒されていますが、このうち長期のものの一部については、支払

金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、デリバティブ取引

(金利スワップ取引)をヘッジ手段として利用しています。ヘッジの有効性の評

価方法について、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして

判断しております。ただし、特例処理の要件に該当する金利スワップ取引は、

有効性の判定は省略しております。 

デリバティブ取引の執行・管理については、外国為替取引に関する規程、デ

リバティブ取引に関する規程に従って行っており、また、デリバティブの利用

に当たっては、信用リスクを軽減するために、信用度の高い大手金融機関との

み取引を行っています。 

また、営業債務や借入金等の金銭債務は、流動性リスクに晒されていますが、

当社では、月次に資金繰計画を作成する等の方法により管理しています。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する

契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。 
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2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成29年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次の通りであります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれ

ていません（(注２)参照）。 
(単位：千円) 

 

 
貸借対照表 
計上額（*) 

時価（*） 差額 

(１) 現金及び預金 1,419,984 1,419,984 － 

(２) 受取手形 151,871 151,871 － 

(３) 売掛金 3,278,230 3,278,230 － 

(４) 投資有価証券    

   その他有価証券 2,034,884 2,034,884 － 

(５) 従業員に対する長期貸付金 21,307 21,307 － 

(６) 支払手形 (269,500) (269,500) － 

(７) 電子記録債務 (167,836) (167,836) － 

(８) 買掛金 (1,191,703) (1,191,703) － 

(９) 短期借入金 (1,700,000) (1,700,000) － 

(10) 未払金 (208,109) (208,109) － 

(11) 預り金 (9,929) (9,929) － 

(12) 設備関係支払手形 (539,084) (539,084) － 

(13) 設備関係電子記録債務 (398,031) (398,031) － 

(14) 設備関係未払金 (210,489) (210,489) － 

(15) 長期借入金 (2,358,500) (2,382,877) △24,377 

(16) デリバティブ取引 (－) (－) － 
 

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については、（ ）で示しています。 

 

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(１) 現金及び預金 

預金は短期間であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

  

(２) 受取手形及び(３) 売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。外貨建てによる売掛金のうち、ヘッジ対象とされ

ている売掛金は、為替予約の振当処理により、その時価は当該売掛金の時価に含

めて記載しております(下記(14)①参照)。 

  

(４) 投資有価証券 

これらの時価は、取引所の価格によっております。 
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(５) 従業員に対する長期貸付金 

従業員に対する長期貸付金は、固定金利によっているが、短期プライムレート

が±0.5％以上変動した場合には、その翌月から変動後の短期プライムレートに連

動した固定金利に変更されます。したがって、時価は帳簿価額に近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。 

  

(６) 支払手形、（７）電子記録債務、(８) 買掛金、(９) 短期借入金、(10) 未払

金、(11) 預り金、(12）設備関係支払手形、（13）設備関係電子記録債務及び(14) 

設備関係未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。 

  

(15) 長期借入金 

   長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った

場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。ただし、

金利スワップの特例処理の対象となる変動金利による長期借入金(下記(16)②参

照)は、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計を、新規に同様の

借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっています。 

  

(16) デリバティブ取引 

 デリバティブ取引は、全てヘッジ会計を適用しており、ヘッジ会計の方法ごと

の決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等は、次の通り

であります。 

①通貨関連 
(単位：千円) 

 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ
対象 

契約額等 
契約額等の 
うち１年超 

時価 

為 替 予 約 等 
の 振 当 処 理 

為替予約取引 
売建 
米ドル 
ユーロ 

売掛金 
47,268
16,853

 
 

－ 
－ 

(*)
(*)

合計 64,122 － 
 

(*) 為替予約は、振当処理により、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、

その時価 

   は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。 

  

②金利関係 
(単位：千円) 

 

ヘッジ会計 
の方法 

デリバティブ 
取引の種類等 

主なヘッジ
対象 

契約額等 
契約額等の 
うち１年超 

時価 

金 利 ス ワ ッ プ 
の 特 例 処 理 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 1,450,000 1,350,000 (*)

 

(*) 特例処理による金利スワップは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。 
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(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

                      (単位：千円) 
 

区 分 貸借対照表計上額 

関係会社株式 101,306 
 

関係会社株式は、非上場であり、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ

と等ができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、｢(4)投資有価証券 その

他有価証券｣には含めておりません。 

  

(注３) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 
  

 １年以内 
１年超 
５年以内 

５年超 
10年以内 

10年超 

現金及び預金 1,419,984 － － －

受取手形 151,871 － － －

売掛金 3,278,230 － － －

従業員に対する長期貸付金 2,267 7,105 6,992 4,942

合計 4,852,354 7,105 6,992 4,942

  

(注４) 長期借入金の決算日後の返済予定額 
(単位：千円) 

  

 １年以内 
１年超 
２年以内 

２年超 
３年以内 

３年超 
４年以内 

５年超 

長期借入金 614,750 562,500 562,500 112,500 506,250

合計 640,286 588,036 588,036 138,036 506,250

  

Ⅶ．１株当たり情報に関する注記 

１. １株当たり純資産額 500.09円 

２. １株当たり当期純利益 16.28円 

  

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 
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